
支援事業交付金（介護予防事業）現年度分 1,232 1,473 △241

08 01 02 01 01 00 地域支援事業繰入金（介護予防事業）現年度分 1,232 1,482 △250

差引一般財源 2,070 2,356 △286

　　　様式第２号(事業別概要) No.

款 大事業

項 中事業

目 担当所属

予算種別 補助/単独 事業区分
前年度

増減額
前々年度 5年間計画額

当初予算額 決算額

実施計画

本年度事業費 (歳　入) (歳　出) 財源内訳 一般財源

本年度当初要求額 本年度当初要求額

本年度当初査定額 本年度当初査定額

＜事業に関する説明＞

（事業の概要） （事業の目的） （事業の効果）

（事業実施上の問題点） （前年度からの見直し点） （見積についての特記事項）

節 本年度
 前年度 増減額

特
定
財
源

款 項 目 節
細
節

細
々
節

歳入特定財源科目名称 本年度 本年度 前年度 増減額
当初要求額 当初予算額 要求額 査定額 予算額

平成２４年度  介護保険特別会計 予算見積 事業別概要書（当初）
3. 地域支援事業費 2. 通所型介護予防事業

2. 介護予防事業費

1. 二次予防事業費 高齢者福祉課

（佐倉市）　　

0

平成24年度 0

経常 補助 11,790 △1,934 0
平成25年度 0

平成26年度 0

平成27年度 0

平成28年度 0

国庫支出金 支払基金交付金 県支出金 繰入金

7,786 9,856 2,464 2,858 1,232 1,232 2,070

基本チェックリストの結果、生活機能の低下がみられる 高齢者の生活機能の維持・向上と自立した生活を促進す 生活機能の低下がみられる高齢者等に個々に適した介護

方に対して、個々に適した介護予防プログラムを提供するため、通所型 る。 予防プログラムを提供することによって、生活機能の維持・向上が図ら

の介護予防教室を開催し、生活機能の悪化防止に努める。 れ、要介護状態に陥ることを防ぎ、自立した生活を継続することが可能

となる。

生活機能低下の自覚がなく、介護予防の必要性が

理解されていないことが多い。

07 2,973 4,023 △1,050

08 500 515 △15

09 10 10 0

11 537 576 △39

12 349 355 △6

13 630 1,071 △441

14 4,857 5,231 △374

04 02 01 01 01 00 地域支援事業交付金（介護予防事業）現年度分 2,464 2,945 △481

05 01 02 01 01 00 地域支援事業支援交付金現年度分 2,858 3,534 △676

06 02 01 01 01 00 地域


